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減災WG活動報告

リバーテクノ研究会 減災ＷＧ

2024.11.11 RIRT定時総会
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報 告 項 目

■流域治水への展開を視野に入れた施策提案
−都⾕川流域水害対策における浸水対策−

■中小河川でも使える水防災に関する技術情報集
−水防災技術ポータルサイト Ver2 公開に向けて−
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流域治⽔への展開を視野に⼊れた施策提案

【流域治水の普及推進上の課題】
• 気候変動による水害の頻発化・激甚化に対して、あらゆる関係者が協働し流域全体で取り組む「流域治

水」が全国各地で展開されているが、その推進には様々な課題も指摘されている。
• 中でも内水氾濫を伴う中小河川では、河川改修の効果が限定的であること、財政的事情が厳しいことなどか

ら、効果的な流域対策を打ち出すことができないのが実情である。

【施策提案の方向性】
• 中小河川における内水被害の軽減を図る流域水害対策として、低平農地の自然遊水地を活用した貯留機能の

増大に着目し、モバイルレビーを活用した効果的な施策提案を行い、流域治水における研究会の果たす役割
を位置づけるものである。

【大洲市での流域治水対策(都谷川流域水害対策計画）に関するヒアリング R5.5.31／R6.2.5】
 貯留機能の増大を図る方策の一つとして、水路を計画的に複数個所で堰き止めて農地に流入させ、貯留機

能保全区域を一律に遊水地化する方策も考えられる。ただし、田んぼダムには地権者の合意を必要とする。
 三角水のうには手軽さが求められるが、水源の確保が課題である。



肱川水系都谷川等を特定都市河川に指定（令和５年４月１日）
都谷川流域水害対策計画を策定（令和５年１２月１９日）
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都⾕川流域⽔害対策計画

都谷川流域水害対策計画より抜粋
都谷川流域図

肱川

矢落川
ふれ愛パーク

指定河川：肱川水系都谷川他2河川（都谷川、野田川、古川）
流路延⻑：7.138km（都谷川0.99km、野田川3.30km、古川2.84km）
流域面積：10.8km2

都市浸水想定（浸水深）

低平地

都谷川排水樋門の閉鎖等による内水氾濫に対して、浸水⼾数133⼾
などの被害が想定される。

都市浸水想定（計画対象降雨：平成 30 年 7 月豪雨）
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都⾕川流域⽔害対策計画における目標湛⽔位
基本諸元
 対策実施前水位：T.P+10.46

 対策実施後水位（許容湛水位）：T.P+9.78m（680千m3）
 目標対象家屋高：T.P+9.33m（許容湛水位において床上浸水の解消を目標として床上高45cmを見込んだ家屋高）
 最低家屋敷高 ：T.P+9.05m（許容湛水位ｰ73cm）

目標対象家屋高を含む許容湛水以下の家屋は、輪中堤、宅地嵩上げ等（住まい方の工夫）により対応。

都谷川流域浸水被害対策の基本的考え方

外水位低下対策

河道整備
流出抑制（田んぼダム）
雨水貯留浸透施設
住まい方の工夫

下水道整備

貯留施設
（ふれ愛パーク）

都谷川排水機場（国）

ソフト対策

河川･水田等の貯留量

貯留機能
保全区域

河川貯留量 河川改修

630千㎥
12.1千㎥

134.4千㎥

680千㎥

23.5千㎥

310千㎥

75.5千㎥

湛水量
：1,480千㎥

河川貯留量
：75.7千㎥

外水位低下対策
：310千㎥

計画対象降雨
H30.7

流域対策前 流域対策後

都谷川排水樋門
閉鎖時間帯
流出量(合計値)

200

流域水害対策計画の対策による被害軽減

住い方
の工夫目標
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低平農地・宅地における許容湛⽔位の⾒直し案
低平農地の貯留機能の増大を図り、宅地における輪中堤、宅地嵩上げ等、住まい方の工夫の緩和策を提案
農用地区域と宅地等街区の許容湛水位を個別に設定、⇒農用地区域では低平地への自然氾濫を許容するものとし、
宅地等街区の許容湛水位を最低家屋敷高(T.P+9.05m)に床上45cmを加えたT.P+9.50m以下を目標として、三角水のう
（デルタミニ）、ハイブリッドパネル等の止水板等により宅地浸水の防止を図る。

農用地区域

国道56号沿川
宅地等街区

低平地

200

最低家屋敷高＋0.45m

（宅地浸水対策）

宅地等の許容湛水位
T.P+9.50ｍ

宅地等街区の許容湛水位（見直し）

三角水のう（デルタミニ）
ハイブリッドパネル
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氾濫域のブロック化 ⇒農用地区域（都谷川・古川沿いの低平農地）を対象に自然湛水による貯留機能を増大を図
り、大洲記念病院及び国道56号沿川に広がる宅地等街区（野田川沿い）の浸水被害の軽減を図る。

• 低平農地への⾃然湛⽔は、周辺の宅地浸⽔への影響を最⼩限にすることを前提に、T.P10.0m
以下とする。⇒低平農地の許容湛⽔位T.P9.90m

• 野⽥川には都⾕川からの逆流防⽌施設を設置 ⇒宅地街区の許容湛⽔位︓T.P9.50m以下

家屋位置図
標高図（T.P+9.9m以下）

ガードパイプ用止水板

宅地浸⽔が想定
される低平地

大洲記念病院

大洲警察署

低平農地・宅地における許容湛⽔位の⾒直し案

貯留機能増強を図る対象農地

市街地の浸⽔防⽌逆流防⽌施設

ガードパイプ用⽌⽔板等で
の浸⽔対策を実施
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ふれ愛パーク（遊水地）

農用地区域

都谷川排水樋門

低平農地・宅地における浸⽔被害軽減⽅策

自然湛水

低平農地の許容湛⽔位
（T.P+9.90m）

国道56号

大洲記念病院

大洲警察署

逆流防⽌施設
(操作⽔位︓T.P＋9.50m）

市街地の浸⽔被害防⽌

低平農地の貯留機能の増⼤
・許容湛⽔位T.P+9.90m（初期湛⽔位+0.12m）
・宅地浸⽔が想定される低平地では、道路等を活用
した⽌⽔板等で浸⽔防⽌を図る。

ガードパイプ用止水板 アクリル止水パネル

宅地浸⽔が
想定される
低平地

宅地浸⽔の懸念個所

宅地等街区の許容湛⽔位の低減
・最低家屋敷高(T.P+9.05m)に床上45cmを加え
たT.P+9.50m以下（初期湛⽔位-0.28ｍ）

「三角⽔のう」「ハイブリッドパネル」での宅地浸⽔の防⽌

ハイブリッドパネル

デルタミニ外側（湛水側）

内側（宅地側）

宅地等街区の許容湛⽔位
（T.P+9.50m）
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流域 Ｈ-Ｖ関係

宅地等街区H-V

低平農地H-V

T.P+9.90m（低平農地許容湛水位）
T.P+9.50m（宅地等街区許容湛水位）

110m3 632m3
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低平農地・宅地における許容湛⽔位⾒直しによる効果（浸⽔域）

対策実施前湛水位（H30.7計画対象降雨）

対策実施後湛水位（H30.7計画対象降雨）

水田貯留等
ふれ愛
パーク 河川

貯留量

貯留機能
保全区域

床上0.45ｍ貯留機能増強後湛水位

T.P10.46ｍ

T.P9.78ｍ T.P9.50ｍ

目標対象家屋高
T.P9.33m

流域水害対策対策実施前 浸水域図 流域水害対策実施後 浸水域図 流域水害対策＋貯留機能増強後 浸水域図

宅地浸水想定

流域水害対策実施後湛水位T.P + 9.78mに対して、許容湛水位見直し後湛水位は宅地等街区（野田川沿い）で
T.P + 9.50mに低減、目標対象家屋高T.P+9.33mに対しては水深+ 0.17m程度（最低家屋敷高T.P+9.05m+0.45m）となり
床上浸水の解消が期待できる。

低平農地

湛水位
T.P10.46ｍ

湛水位
T.P9.78ｍ

湛水位
T.P9.90ｍ

湛水位低下量
−0.28m

＝床上浸水の解消！

湛水位
T.P9.50ｍ

宅地等街区
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流域治⽔への展開を視野に⼊れた活動⽅針
 内⽔氾濫を伴う中⼩河川では、低平農地での貯留機能増⼤と宅地での浸⽔被害軽減を図る「氾濫
域のブロック化」が有効な対策の一つとなる。

 モバイルレビーの活用は、道路嵩上げ等による低平農地の貯留機能増進、宅地域での住まい⽅の
⼯夫（⼾建てなどでの浸⽔防⽌）への効果的な施策として期待できる。

 流域治⽔に取り組む⾃治体への施策提案、モバイルレビーの普及・PR（技術情報集ポータルサ
イトの活用）等を通じて、流域治⽔における研究会のプレゼンスを高める活動を展開する。

氾濫域のブロック化イメージ

道路

低平農地
（貯留機能の増大）

宅地域
（浸水被害の軽減）

モバイルレビー
による氾濫域のブロック化

三角水のう、
止水板等での浸水防止

×
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 ⾃治体、⽔防団、⺠間企業、地域住⺠向けの⽔防災技術の総合カタログ集
 洪⽔(外⽔や内⽔氾濫）、高潮、津波等に対する被害軽減技術の中から、９つの
技術体系についてとりまとめたもの

 ローテク・ハイテクを含め、現場で役⽴つ技術を収集し、使いやすいように分類
 技術情報集Ⅰ(掲載技術数45）は2022.8公表、技術情報集 Ⅱは掲載技術数126
として今回公開予定

中⼩河川でも使える⽔防災に関する技術情報集
■技術情報集とは

中小河川でも使える水防災に関する技術情報集
Ver1： 2018.11作成 (公表：2022.8)

①情報技術伝達
②浸水危険個所の調査技術
③浸水防止技術
④点検・モニタリング技術
⑤修復技術

Ver2： 2019.11作成 (公表予定)

⑥測量・観測・監視技術
⑦予測技術
⑧排水技術
⑨救助・避難に関する技術
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①製品・技術名称／開発者名称
②製品・技術の概要及び特徴
③製品・技術の写真／図
④製品仕様／規格
⑤参考価格
⑥適用場所・適用例
⑦適用時の留意点
⑧性能確認試験結果／準拠基準
⑨出典（URL等）

中⼩河川でも使える⽔防災に関する技術情報集
■技術情報集 掲載内容

※技術情報の更新等について開発状況
に応じて随時更新
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 技術情報集をベースに、⽔防計画・避難確保計画・BCPの技術支援として、
ユーザが実際の利用場⾯に応じた『適用可能な技術情報』を⾒える化 ＝
マッチングシステム

⽔防災技術ポータルサイト
■水防災技術ポータルサイトとは

・水防災関連マニュアル

水防災の現場
地域住⺠

〇技術情報集Ver1・Ver2
・リバーテクノレビー等
・流通している他の技術

水防災技術
ポータルサイト

 ⽔防計画の作成・実⾏
⇒⽔防管理団体（市町村、⽔防事務組合）

 避難確保計画の作成・実⾏
⇒要配慮者利用施設管理者、地下空間管理者、⼤規模⼯場等

 ⽔害版BCPの作成・実⾏
⇒企業（地域雇用を支える企業、⽔害危険物を取り扱う企業等）

※技術資料集Ⅱ（Ver2）では、流域治⽔の⾃分事化を踏まえ、
対象ユーザを地域住⺠まで拡充

■利用場面・ユーザ
地域住⺠

問
合
せ



13

⽔防災技術ポータルサイト
■水防災技術ポータルサイトの公開

Ver1 ポータルサイト公開 （2022年10月）
Ver2 ポータルサイト公開 （2024年11月〜）

各企業等への製品・技術の掲載許諾確認作業

ポータルサイトプロトタイプ構築

中小河川でも使える水防災に関する技術情報集ver1.ver2

減災WG会員会社が持ち回りでヘルプデスク対応
（ヘルプデスク運用手順策定済）
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⽔防災技術ポータルサイト
■ポータルサイト広報のためのリーフレット作成
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⽔防災技術ポータルサイト
■水防災技術ポータルサイトのURL

テストサイト
ID︓river
PASS︓g2N6Qq5J

水防災技術ポータルサイト


